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ever, the tangent angle Θ (h) i s the tangent angle ( °) when the beam height i s , the tangent angle approximation φ i s the value o f
the angle ( °) when = 1 when each point o f the tangent angle Θ (h) has been obtained by linear approximation, and the normalized
beam height i s the value obtained by normalizing the outermost circumference o f the effective diameter o f the lens to 1.
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添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1 条 (3))

温度特性改善の ための輪帯段 差 を設 けた開 口数 N A が 0 . 8 4 以上の プラスチ ック製光 ピックア ップ
対物 レンズ に おいて 、デ イス ク厚 が変 化 した場 合 に も、高 次球 面収 差 をで き る限 り発 生 させ る ことな
く、適切 なサ イズの光 スポ ッ トを 3 個 以上の各情報記録面の深 さ位置 に形成す る ことが で きる光 ピック
ア ップ対物 レンズ及 び光 ピックア ップ装置 を提供す る。 光 ピックア ップ対物 レンズの接線角 Θ ( h ) と
近似接線角 φ と規格化光線高 さ h とが以下の条件式 を満足す る。 — 1 < 接線角 Θ ( h ) — (近似接線角 φ χ
規格 化 光線 高 さ h ) < + 1 、但 し、接線 角 Θ ( ) は 、光線 高 さ h の 時の接 線 角 （°) 、近似 接線 角 φ
は、接線角 Θ ( ) の 各点 を線形近似 した時の h = 1 の 時の角度 （り の値 、規格化光線高 さ h は、 レン
ズ有効径の最外周 を 1 に規格化 した値 である。



明 細 書

発明の名称 ：光 ピックアップ対物 レンズ及び光 ピックアップ装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、光記録媒体 （光デ ィスク）の情報を記録再生する光情報再生装

置に搭載される光 ピックアップ装置用の対物 レンズに関 し、特に、 3 層以上

の複数の情報記録層を有する光デ ィスクに使用 したときでも、波面収差の劣

化が小さく、且つ、各情報記録層に適切なサイズの光スポッ トを形成するこ

とができるプラスチック製の光 ピックアツプ対物 レンズの構造、およびこの

光 ピックアツプ対物 レンズを搭載 した光 ピックァップ装置に関する。

背景技術

[0002] 青紫色 レーザ一を使 った記録容量 2 5 G B の高密度光デ ィスクのプル一 レ

ィデ ィスク （B l u _ r a y d i s c : 登録商標）では更なる高容量化の

ため、情報記録層を 2 層もつタイプ、いわゆる 2 層デ ィスクが製品化されて

いる。

[0003] これは光デ ィスクのカバ一層表面か ら0 . 0 7 5 m m と 0 . 1 0 0 m mの

深さに 2 層の情報記録層を設けることで、 5 0 G B もの記録容量を達成 して

いる。一般的に、 B l u _ r a y 用の光 ピックアップ装置に搭載する光 ピッ

クアップ対物 レンズは、 2 層デ ィスクに対応するため、カバ一層の厚みを情

報記録層の中間の 0 . 0 8 7 5 m m に焦点を結ぶように設計される。

[0004] この光 ピックアップ対物 レンズを使 って、各層を記録再生する場合、カバ

一層の厚みが設計の厚みと異なる場合には、波面収差が発生 して しまう。 こ

れを補正するためにコリメ一夕に可動機構を設けて、光 ピックアップ対物 レ

ンズに入射する光束の物体距離を変えることで波面収差を補償 している。

[0005] また、 B I u _ r a y 用の光 ピックアップ対物 レンズは開口数 N A が 0 .

8 5 と大 きく、材料にプラスチックを使 うと周囲温度が変化 したときの屈折

率変化が大きい為、波面収差が増大 して しまう。

[0006] 特 に、近年ではさらなる記憶容量増大の為、カバ一ガラス厚みが 2 層以上



ある多層デ ィスクが開発 されている。 これはカバ一層厚みが 0 . 0 5 m m か

ら0 . 1 m m と今 までよ りも 2 倍広 くな つてお り、デ ィスク厚変化 による波

面収差が 2 層デ ィスクに比べ、 2 倍程度大 きくなる事が懸念 される。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献 1 ：特許 4 1 9 3 9 4 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] 一般 に、対物 レンズを 2 層デ ィスクに使用する場合 には、 3 次球面収差 を

キャンセルする為 にカバ一層厚み 0 . 0 7 5 m m では収束光、 0 . 1 m m で

は発散光が使用されるが、 この時、高次球面収差 （以下、高次球面収差 は（

( S A 5 2 + S A 7 2 + S A 9 2 + S A ) を示す）はキャンセルする事が

出来ない事が知 られている。

[0009] 特許文献 1 の実施例 についての波面収差計算結果 とスポ ッ 卜径計算結果 を

図 1 ~ 3 に記載 した。

[001 0] 図 1 は、従来例 1 (特許文献 1 の実施例 2 ) の計算結果 を示 している。従

来例 1 におけるカバ一層表面か ら0 . 0 7 5 m m と 0 . 1 m m の深 さの位置

の高次球面収差 について計算 した ところ、 0 . 0 7 5 m m で 7 . 3 m ス r m

s 、 0 . 1 m m で 5 . 5 m ス r m s とな った。

[001 1] これ を多層デ ィスクと して仮定 し、設計デ ィスク厚み 0 . 0 8 7 5 m m か

ら0 . 0 2 5 m m ずれた 0 . 0 6 2 5 m m と 0 . 1 1 2 5 m m で計算 してみ

た ところ、 0 . 0 6 2 5 m m では 1 3 . 4 m ス r m s 、 0 . 1 1 2 5 m m で

は 1 1 . 8 m ス r m s とな った。平均値 は 1 2 . 6 m ス r m s であ り、高次

球面収差が発生 している。

[001 2] 図 2 は、従来例 2 (特許文献 1 の実施例 3 ) の計算結果 を示 している。従

来例 2 におけるカバ一層表面か ら0 . 0 7 5 m m と 0 . 1 m m の深 さの位置

の高次球面収差 について計算 した ところ、 0 . 0 7 5 m m で 7 . 6 m ス r m



s 、 0 . 1 m m で 6 . 9 m ス r m s とな った。

[001 3] これ を多層デ ィスクと して仮定 し、設計デ ィスク厚み 0 . 0 8 7 5 m m か

ら 0 . 0 2 5 m m ずれた 0 . 0 6 2 5 m m と 0 . 1 1 2 5 m m で計算 してみ

た ところ、 0 . 0 6 2 5 m m では 1 4 . 4 m ス r m s 、 0 . 1 1 2 5 m m で

は 1 3 . 8 m ス r m s とな った。平均値 は 1 4 . 1 m ス r m s であ り、高次

球面収差 が発生 している。

[0014] この ように、複数層あるデ ィスクでは高次球面収差 の劣化がお こる。特 に

プラスチ ック レンズの場合 には温度特性 を改善 する方法 と して、例 えば特許

文献 1 では輪帯 をつける事 で温度特性 を改善 する方法が提案 されているが、

このような輪帯がついた場合 には、 カバ一層厚みが変化 した場合 に高次球面

収差 の発生量が大 き くなる。 また、屈折率 が 1 . 5 2 以下の レンズでは更 に

設計が困難 にな りカバー層厚みが変化 した時の高次球面収差発生量が大 き く

なる。

[001 5] 本発 明の 目的は、温度特性改善 のための輪帯段差 を設 けた開 口数 N A が 0

. 8 4 以上 の プラスチ ック製 の光 ピックア ップ対物 レンズにおいて、デ イス

ク厚 が変化 した場合 にも、高次球面収差 をで きる限 り発生 させ ることな く、

適切 なサイズの光 スポ ッ 卜を各情報記録面の深 さ位置 に形成 することがで き

る光 ピックア ツプ対物 レンズ及び光 ピックァ ップ装置 を提供 することにある

課題を解決するための手段

[001 6] 図 5 に本発明にかかわ る光 ピックア ップ対物 レンズ 6 の一例 を示す。 図 5

に示すように、本発明にかかわ る光 ピックア ツプ対物 レンズ 6 の少な くとも

—方の面 には、 同心 の大 きさの異 なる複数 の輪帯 9 か らなる輪帯構造が形成

され る。 そ して、各輪帯構造の とな り合 う輪帯間には段差 が形成 されている

。 この段差 によ り、 それぞれの輪帯 を透過する光束間に位相差 が生 じる。

[001 7] 光 ピックア ップ対物 レンズの設計 においては、透過 した レーザ一光の位相

が隣接 する輪帯間において波長単位 で異 なるように設定 されている。 すなわ

ち、設計 と同条件で レ一ザ一光が光 ピックァ ップ対物 レンズ 6 に入射する場



合、各輪帯領域 9 を透過 したレーザー光の位相は相互に波長の整数倍だけ異

なる。

[001 8] したがって、光ピックアップ対物 レンズ 6 から出射 したレーザ一光には位

相差が発生せず光ピックァップ対物 レンズ 6 から出射されるレ一ザ一光の収

差は、段差が形成されていない光ピックアツプ対物 レンズから出射されるレ

—ザ一光の収差とほぼ同じとなる。

[001 9] 一方、周辺温度が変化 し、波長が変化 したレーザー光が光ピックアップ対

物 レンズ 6 に入射する場合、各輪帯領域 9 を透過 したレ一ザ一光の位相の違

いは波長の整数倍とならない。 したがって、波長が変化 した場合には、異な

る輪帯領域 9 を透過 したレーザー光に位相差が発生する。そしてこの位相差

は、周辺温度が変化 したことによって発生する収差を低減するような大きさ

となっている。

[0020] さらに、周辺温度が変化 した場合の収差を小さくするため、各輪帯 9 は設

計での波面収差と周辺温度が変化 した場合のバランスをとるように、異なる

面形状に最適化されている。

[0021 ] 一般に、カバ一層厚が設計からずれた場合にはコリメータレンズの位置の

調整をすることで波面収差を抑える事がおこなわれている。その為、カバ一

層厚みが設計からずれた場合には光ピックァップ対物 レンズ 6 に入射するレ

—ザ一光は発散光や収束光となっている。

[0022] 発散する光や収束する光が光ピックァップ対物 レンズ 6 に入射 した場合に

3 次球面収差はキャンセルする事が出来るが、高次球面収差は残ってしまう

[0023] そこで、このような高次球面収差の発生が起こらないための輪帯 9 の形状

が満たすべき条件を見出した。その詳細な説明を行うために、先ず接線角の

定義を説明する。図 6 は本発明における接線角の説明図である。接線角は図

6 における であり、光軸に垂直な面がレンズ面の交わる点での接線と、光

軸に垂直な面のなす角度である。

[0024] 本発明では、



[数1]

数1

- 1 く接線角 (h) — (近似接線角 X 光線高さh ) く + 1

を満足する面形状を設定することにより、多層ディスク7 での各カバ一層の

厚みにおいても高次球面収差の発生を抑制する。

[0025] 但 し、規格化光線高さ h は、 レンズ有効径の最外周を 1 に規格化 した値で

あり、接線角 ( h ) は、規格化光線高さ h の時の接線角 （° ) 、近似接線

角 は、接線角 ( h ) の各点を線形近似 した時の h = 1 の時の角度 （° )

の値であり、詳細は図 7 に示すとおりである。接線角 (° ) が （1 ) 式を

満たさない領域では、ある半径での面形状が大きく異なっている為、発散す

る光や収束する光が入射 した場合に屈折力に差ができ高次球面収差を発生さ

せる。

[0026] 図 3 に従来例 2 の第 2 面の接線角をプロッ卜した図を載せた。 1式を満た

さない場合の設計では、図 3 のように第 2 面の接線角は滑らかな曲線となら

ない。

[0027] 同様に、図4 に従来例 3 の第 2 面の接線角をプロットした図を載せた。 1

式を満たさない場合の設計では、図4 のように第 2 面の接線角は滑らかな曲

線とならない。

[0028] このような第 2 面の形状をもったレンズでは、カバ一層厚みが変化 した事

による球面収差を補正する為にコリメ一夕の位置を変える事で発散する光や

収束する光となった場合に第 2 面の到着地点が変わり屈折力の異なる形状の

位置に当たる事で高次球面収差が発生する。

[0029] 逆に （1 ) 式を満たす面形状となっている場合には、各半径での面形状に

差がない為に、発散する光や収束する光が光ピックアツプ対物 レンズ 6 に入

射 した場合にも波面のズレによる高次球面収差を発生させることなく収束す

る。

さらに接線角 ( h = ) は下記を満たす事が望ましい。



[ 数 2]

数 2

107 く屈折率 n x 接線角 (h= 1 ) く 113 - - - (2)

( 2 ) 式 を満足することで、近軸の N A (以下、 「N A O」 という。） とマ

—ジナル光線の N A (以下、 「N A M 」 という。）がほぼ一致する。 N A O

と N A M が一致すると光線のバ ラツキが小さ くなる為、高次球面収差の小さ

し、、良好な光スポ ッ トを得 ることがで きる。

[0030] なお、本発明での光スポ ッ 卜は、

[数3]

数 3

0.96 くスポット径比く 1.04 (3)

を満足する光スポ ッ 卜径 となることを特徴 と している。

ここで、

スポ ッ 卜径比 = スポ ッ 卜径計算値 / スポ ッ 卜径理論値、

スポ ッ ト径理論値 = 0 . 8 2 X ス/ N A O、

で定義 している。

[0031 ] さ らに、焦点距離 f は

[数4]

数 4

1. 1 5くf ' · · (4)

とすることが望 ま しい。 1 . 1 5 < f とすることが好 ま しい理 由は、 ヮ一キ

ングデ ィスタンスを確保することにある。



[0032] さらに、焦点距離 f が短いということは、光ピックアップ対物 レンズ 6 の

第一面と第二面の曲率半径 Rが小さくなり、結果としてコバ厚が薄 くなる。

コバ厚が薄 くなると、コバが割れるなどの不具合が発生 し、光ピックアップ

対物 レンズ 6 の取り付けが困難になる。

[0033] また、式 （1 ) 、 （2 ) を同時に満たすような光ピックアップ対物 レンズ

6 を設計することにより、カバ一層厚みが 0 . 0 7 5 m mや 0 . 1 m m と異

なる場合でも波面収差とスポッ卜径が悪 くならない光ピックァップ対物 レン

ズ 6 の設計が可能となる

[0034] さらに、多層ディスク7 のような、カバ一層厚みが 0 . 0 5 m mから0 .

1 m m と範囲が広 く、情報記録面が 3 層以上の複数層形成されるディスク7

においても波面収差とスポット径を劣化させることなく使用可能である。

[0035] 本発明の光ピックァップ対物 レンズは、複数の情報記録面をもつ光情報記

録媒体に情報の記録及び再生を行う光ピックアップ装置に搭載される開口数

0 . 8 4 以上のプラスチック製の光ピックアップ対物 レンズであって、当該

光ピックアツプ対物 レンズは少なくとも一面が輪帯形状となっており、前記

光ピックアツプ対物 レンズに、波長が 3 8 0 n m~ 4 3 0 n mの青紫色 レ一

ザ一光が入射 して、接線角 ( h ) と近似接線角 と規格化光線高さ h とが

以下の条件式を満足することを特徴とする。

[数5]

数1

- 1 く接線角 (h) — (近似接線角 X 光線高さh ) く + 1

但 し、接線角 e ( h ) は、光線高さ hの時の接線角 （° ) 、近似接線角

は、接線角 e ( h ) の各点を線形近似 した時の h = 1 の時の角度 （° ) の値

、規格化光線高さ h は、 レンズ有効径の最外周を 1 に規格化 した値である。

[0036] 本発明の光ピックアップ対物 レンズは、更に、屈折率 n と接線角 ( h =

) が、以下の式を満足することを特徴とする。



[数6]

数2

107 く 屈折率n x 接線角 (h= 1 ) く 113

[0037] 本発明の光ピックアップ対物 レンズは、更に、スポット径比が、以下の式

を満足することを特徴とする。

[数7]

数3

0.96 くスポット径比く1.04 (3)

但 し、スポッ卜径比= スポッ卜径計算値/ スポッ卜径理論値、 （スポッ卜

径理論値= 0 . 8 2 X ス/ N A O ) 、 N A 0 は近軸での開口数であり、スは

入射する光の波長である。

[0038] 本発明の光ピックアップ対物 レンズは、更に、焦点距離 f ( m m) が、以

下の式を満足することを特徴とする。

[数8]

数4

1. 1 5くf （め

[0039] また、本発明の光ピックアップ対物 レンズは、 3 層以上の複数の情報記録

面をもつ光情報記録媒体に情報の記録及び再生を行う光ピックアツプ装置に

搭載される開口数 0 . 8 4 以上のプラスチック製の光ピックアップ対物 レン

ズであつて、当該光ピックアツプ対物 レンズは少なくとも一面が輪帯形状と

なっており、前記光ピックアップ対物 レンズに、波長が 3 8 0 n m~ 4 3 0

n mの青紫色 レ一ザ一光が入射 して、接線角 ( h ) と近似接線角 と規格



化光線高さ h とが以下の条件式を満足することを特徴 とする。

[数9]

数 1

- く接線角 (h) — (近似接線角 X 光線高さh ) く + 1

但 し、規格化光線高さ h は、 レンズ有効径の最外周を 1 に規格化 した値で

あ り、接線角 ( h ) は、規格化光線高さ h の時の接線角 （° ) 、近似接線

角 は、接線角 ( h ) の各点を線形近似 した時の h = 1 の時の角度 （° )

の値である。

[0040] 本発明の光 ピックアップ装置は、上記の光 ピックアップ対物 レンズを搭載

していることを特徴 とする。

[0041 ] また、本発明の光 ピックアップ装置は、 カバ一層厚みが 3 層以上であ り、

3 個以上の複数の情報記録面を備えた情報記録媒体を記録再生することがで

きる光 ピックアツプ装置であつて、上記の光 ピックァップ対物 レンズを搭載

していることを特徴 とする。

発明の効果

[0042] 本発明によれば、光 ピックアップ対物 レンズの波面収差、光スポ ッ トをと

もに向上することが出来る。

図面の簡単な説明

[0043] [ 図 1] 図 1 は、従来例 1 (特許文献 1 の実施例 2 ) にかかる計算結果である。

[ 図2] 図 2 は、従来例 2 (特許文献 1 の実施例 3 ) にかかる計算結果である。

[ 図3] 図 3 は、従来例 1 にかかる相対瞳座標 と接線角の表 と、 R 1 面相対瞳座

標 と接線角のグラフとR 2 面 （光 ピックアツプ対物 レンズの 出射面）側の規

格化光線高さと接線角の関係 を表 した図である。

[ 図4] 図 4 は、従来例 2 にかかる相対瞳座標 と接線角の表 と、 R 1 面相対瞳座

標 と接線角のグラフとR 2 面 （光 ピックアツプ対物 レンズの出射面）側の規

格化光線高さと接線角の関係 を表 した図である。



[ 図 5 ] 図 5 は、本実施の形態 にかかる光 ピックアツプ対物 レンズの形状図であ

る。

[ 図 6 ] 図 6 は、本実施の形態 にかかる、光 ピックアップ対物 レンズの接線角 を

説明 した図である。

[ 図7 ] 図 7 は、本実施の形態 にかかる、光 ピックアップ対物 レンズの記号の定

義 を説明 した図である。

[ 図8 ] 図 8 は、光 ピックアップ対物 レンズの R 面の規格化光線高さと R 2 面

の規格化光線高さを説明 した図である。

[ 図 9 ] 図 9 は、本実施形態 にかかる光 ピックアップ光学系 1 の一例 を示す図で

ある

[ 図 10 ] 図 1 0 は、本発明の実施例 1 にかかる対物 レンズ の非球面係数、曲率

な どを示す表である。

[ 図 11] 図 1 1 は、本発明の実施例 1 にかかる結果である。

[ 図 12 ] 図 1 2 は、本発明の実施例 1 にかかる相対瞳座標 と接線角の表 と、 R

面相対瞳座標 と接線角のグラフと R 2 面 （光 ピックアツプ対物 レンズ の 出

射面）側の規格化光線高さと接線角の関係 を表 した図である。

[ 図 13 ] 図 1 3 は、本発明の実施例 2 にかかる対物 レンズの非球面係数、曲率

な どを示す表である。

[ 図 14] 図 1 4 は、本発明の実施例 2 にかかる結果である。

[ 図 15 ] 図 1 5 は、本発明の実施例 2 にかかる相対瞳座標 と接線角の表 と、 R

面相対瞳座標 と接線角のグラフと R 2 面 （光 ピックアツプ対物 レンズの出

射面）側の規格化光線高さと接線角の関係 を表 した図である。

[ 図 16 ] 図 1 6 は、本発明の実施例 3 にかかる対物 レンズの非球面係数、曲率

な どを示す表である。

[ 図 17 ] 図 1 7 は、本発明の実施例 3 にかかる結果である。

[ 図 18 ] 図 1 8 は、本発明の実施例 3 にかかる相対瞳座標 と接線角の表 と、 R

面相対瞳座標 と接線角のグラフと R 2 面 （光 ピックアツプ対物 レンズ の 出

射面）側の規格化光線高さと接線角の関係 を表 した図である。



[ 図19] 図 1 9 は、本発明の実施例 4 にかかる対物 レンズの非球面係数、曲率

などを示す表である。

[ 図20] 図 2 0 は、本発明の実施例 4 にかかる結果である。

[ 図2 1] 図 2 1 は、本発明の実施例 4 にかかる相対瞳座標と接線角の表と、 R

面相対瞳座標と接線角のグラフとR 2 面 （光ピックアツプ対物 レンズの出

射面）側の規格化光線高さと接線角の関係を表 した図である。

[ 図22] 図 2 2 は、本発明の実施例 5 にかかる対物 レンズの非球面係数、曲率

などを示す表である。

[ 図23] 図 2 3 は、本発明の実施例 5 にかかる結果である。

[ 図24] 図 2 4 は、本発明の実施例 5 にかかる相対瞳座標と接線角の表と、 R

面相対瞳座標と接線角のグラフとR 2 面 （光ピックアツプ対物 レンズの出

射面）側の規格化光線高さと接線角の関係を表 した図である。

発明を実施するための形態
[0044] 次に、本発明の実施の形態にかかわる光ピックアップ装置について説明す

る。図 8 は、プル一レイディスク （B D ) 7 に対 して適切に情報の記録、再

生をおこなえる本実施の形態の光ピックアップ装置 P U の構成を概略的に

示す図である。かかる光ピックアップ装置 P U 1 は、光情報記録再生装置に

搭載できる。

[0045] 光 ピックアップ装置 P U 1 は、 B D 7 に対 して情報の記録再生を行う場合

に使用され 3 8 0 n m以上のレーザ一光束を発光する。 レーザ一光の光路上

にビ一ムスプリッタ2 が設けられている。 ビ一ムスプリッタ2 及び 1 / 4 波

長板 3 を透過することにより、円偏光に変換される。

[0046] / 4 波長板 3 から出射されたレーザ一光の光路上にカップリングレンズ

4 が設けられている。カップリングレンズ4 は、プラスチック素材またはガ

ラス素材から形成され、カップリングレンズ4 がァクチユエ 一 タにより光軸

方向を動 く事で適切な角度をもった光に広げられる。適切な角度とは一般的

にディスク7 に到達 した時の波面収差が一番小さくなるように設定された角

度である。



[0047] このようにして、カップリングレンズ4 を通過 した光は、絞 り5 を通過 し

た後、輪帯構造 9 をもった光ピックアップ対物 レンズ 6 に入射される。この

時、本発明によれば、多層ディスク7 でのカバ一層厚みが変化 した場合にも

高次球面収差を発生させないよう設計されている。

[0048] このように、適切なスポットを持った開口数 N A O . 8 5 の光とした後、

光ディスク7 の情報記録面に入射することになる。

[0049] 光ディスク7 の情報記録面で反射されたレーザ一光は、光ピックアツプ対

物 レンズ 6 を介 して光検出器 8 に入射 し、検出される。光検出器 8 は、当該

レ一ザ一光を検出し、光電変換 して出力信号を出力する。そして、光検出器

8 の出力信号に基づいて、フォーカスエラ一信号、 トラックエラ一信号、再

生信号などを生成する。また、当該フォーカスエラ一信号、 トラックエラ一

信号、再生信号などを用いて、光ディスク7 の記録及び 又は再生を行う。

実施例 1

[0050] 次に、本発明にかかる実施例 1 について説明する。図 1 0 に示す表に、実

施例 1 にかかる光ピックアツプ装置 P U 1 の光ピックアツプ対物 レンズ 6 の

屈折率、中心厚、輪帯 9 の幅、輪帯 9 の段差量、非球面係数、曲率を示す。

図 1 0 に示す係数は後述する数式 （5 ) の係数として用いられる。 したがつ

て、実施例 1 にかかる光ピックアップ対物 レンズ 6 の面形状は図 1 0 に示す

係数を用いた数式 （5 ) で表現される。

[数10]

数5

ん( ) = ，l + /' ,， 、一 ，，+ザ +ぜ + + f >m +もが: +も +A
+ 1)C h " t (5)

但 し、 Z j は非球面形状、 h は光軸からの光線の高さ、C は曲率、 K はコ

—ニック係数、 A 4 、 A 6 、 A 8 、 A 1 0 、 A 1 2 、 A 1 4 、 A 1 6 はそれ

ぞれ、 4 次から 1 6 次までの非球面係数である。なお、C = 1 / R ( R は曲

率半径）である。



[0051 ] 図 1 1 に本発明の実施例 1 の結果を示す。屈折率は 1 . 5 0 と低い場合の

例となっている。実施例 1 はカバ一層厚み 0 . 0 7 5 m mでの高次球面収差

は 6 . 5 m ス r m s 、カバ一層厚み 0 . 1 m mでの高次球面収差は 6 . 7 m

ス r m s となっており、高次球面収差は十分小さくなつている。

[0052] また、カバ一層厚み 0 . 0 7 5 m mでのスポット径は 0 . 3 9 3 Ί、力

バ一層厚み 0 . 0 8 7 5 m mでのスポット径は 0 . 3 9 4 Ί、 0 . 1 m m

でのスポッ卜径は 0 . 3 9 5 m となっている。スポッ卜径の理論値は 0 .

3 9 mであるので、スポッ卜径も十分小さくなつていることが分かる。

[0053] 本発明の実施例 1 では、光ディスク 7 の情報記録面を、カバ一層厚み 0 .

0 7 5 m m、 0 . 0 8 7 5 m m、 0 . 1 m mの位置に設けられた 3 層のプル

—レイ光ディスクにおいても、各情報記録面に、高次球面収差は十分小さく

、また、スポット径も十分小さく、良好に、プル一レイのレーザ一光を収束

することができる。

[0054] また、光ディスク 7 の情報記録面を、カバ一層厚み 0 . 0 7 5 m m、 0 .

1 m mの位置に設けられた 2 層のプル一レイ光ディスクに適用し、中間の 0

. 0 8 7 5 m mの位置に焦点を合わせる場合にも、焦点の位置が変動 しても

、各情報記録面において、波面収差は十分小さく、また、スポット径も十分

小さく、良好に、プル一レイのレーザ一光を収束することができる。

[0055] このような設計では、図 1 1 に示す通り、光線高さ h と接線角 ( h ) は

[数11]

数1

- 1 く接線角 (h) — (近似接線角 X 光線高さh ) く + 1

を満たすような直線となるよう設計されている。

[0056] さらに、この時の有効径での接線角 ( h = ) は 7 3 . 6 8 7 度 （° )

であり、屈折率 n は 1 . 5 0 なので、屈折率 n * 接線角 Θ ( h = 1 ) は 1 1

0 . 5 3 0 5 となり、



[ 数 12 ]

数2

107 く屈折率n x 接線角 (h= 1 ) く 113 (2)

を満足する光 ピックアップ対物 レンズとなっている。

[0057] 図 1 2 は、実施例 1 にかかる R 2 面 （光 ピックアツプ対物 レンズの出射面

) 側の規格化光線高さと接線角の関係 を表 した図である。図 1 2 の横軸は、

図 8 の B 点で示される R 2 面 （光 ピックアップ対物 レンズの出射面）側の規

格化光線高さ 1 に対する相対的な規格化光線高さを示 し、図 1 2 の縦軸は R

2 面の接線角を示 している。

[0058] 実施例 1 においては、 R 2 の接線角 Θ ( i ) は、光 ピックアップレンズ 6

の中央部か ら、規格化光線高さが増加するにつれて増加 し、その後、光 ピッ

クアップレンズ 6 の レンズ周辺に向かってなだ らかに接線角 ( i ) が減少

してい く曲線 となる。

実施例 2

[0059] 次 に、本発明にかかる実施例 2 について説明する。図 1 3 に示す表 に、実

施例 2 にかかる光 ピックアツプ装置 P U 1 の光 ピックアツプ対物 レンズ 6 の

屈折率、中心厚、輪帯 9 の幅、輪帯 9 の段差量、非球面係数、曲率 を示す。

図 1 3 に示す係数は上述の数式 （5 ) の係数 と して用い られる。 したがって

、実施例 2 にかかる光 ピックアップ対物 レンズ 6 の面形状は図 1 3 に示す係

数 を用いた数式 （5 ) で表現 される。

[0060] 図 1 4 に実施例 2 の結果を示す。実施例 2 はカバ一層厚み 0 . 0 7 5 m m

での高次球面収差は 5 . 1 m ス r m s 、 0 . 1 m mでの高次球面収差は 4 .

4 m ス r m s となってお り、高次球面収差は十分小さ くなつている。

[0061 ] また、 カバ一層厚み 0 . 0 7 5 m mでのスポ ッ ト径は 0 . 3 9 3 Ί、 0

. 1 m m でのスポ ッ ト径は 0 . 3 9 5 m となっている。スポ ッ ト径の理論

値は 0 . 3 9 m であるので、スポ ッ 卜径 も十分小さ くなつていることが



分かる。

[0062] 本発明の実施例 2 では、光ディスク7 の情報記録面を、カバ一層厚み 0 .

0 7 5 m m、 0 . 0 8 7 5 m m、 0 . 1 m mの位置に設けられた 3 層のプル

—レイ光ディスクにおいても、各情報記録面に、高次球面収差は十分小さく

、また、スポット径も十分小さく、良好に、プル一レイのレーザ一光を収束

することができる。

[0063] また、光ディスク7 の情報記録面を、カバ一層厚み 0 . 0 7 5 m m、 0 .

1 m mの位置に設けられた 2 層のプル一レイ光ディスクに適用 し、中間の 0

. 0 8 7 5 m mの位置に焦点を合わせる場合にも、焦点の位置が変動 しても

、各情報記録面において、高次球面収差は十分小さく、また、スポット径も

十分小さく、良好に、プル一レイのレーザ一光を収束することができる。

[0064] 本実施例でも図 1 5 に示す通り、光線高さ h と接線角 ( h ) は、

[数13]

数 1

- く接線角 (h) — （近似接線角 X 光線高さh ) く + 1 ( )

を満たすような直線となるように設計されている。

[0065] さらに、この時の有効径での接線角 ( h = ) は 7 2 . 7 4 4 度であり

、屈折率 n は 1 . 5 2 なので、接線角 X 屈折率は 1 1 0 . 5 7 1 となり、

[数14]

数2

107 く 屈折率n x 接線角 (h= 1) く 113 - - - (2)

を満足するレンズとなっている。

[0066] 図 1 5 は、実施例 2 にかかるR 2 面 （光ピックアップ対物 レンズの出射面

) 側の規格化光線高さと接線角の関係を表 した図である。図 1 5 の横軸は、

図 8 の B点で示されるR 2 面 （光ピックアップ対物 レンズの出射面）側の規



格化光線高さ 1 に対する相対的な規格化光線高さを示 し、図 1 5 の縦軸は R

2 面の接線角を示 している。

[0067] 実施例 2 においても、 R 2 の接線角 ( i ) は、光 ピックアップレンズ 6

の中央部か ら、規格化光線高さが増加するにつれて増加 し、その後、光 ピッ

クアップレンズ 6 の レンズ周辺に向かってなだ らかに接線角 ( i ) が減少

してい く曲線 となる。

実施例 3

[0068] 次 に、本発明にかかる実施例 3 について説明する。本実施例は多層デ ィス

クに使用されるものであ り、 カバ一層厚みは 0 . 0 5 m mか ら0 . 1 m mの

範囲である。本実施例ではカバ一層厚み 0 . 0 5 m mか ら0 . 1 m mの中間

カバ一層厚みである 0 . 0 7 5 m mで設計されている。

[0069] 図 1 6 に示す表 に、実施例 3 にかかる光 ピックアップ装置 P U 1 の光 ピッ

クアップ対物 レンズ 6 の屈折率、中心厚、輪帯 9 の幅、輪帯 9 の段差量、非

球面係数、曲率 を示す。図 1 6 に示す係数は後述する数式 （5 ) の係数 と し

て用い られる。 したがって、実施例 3 にかかる光 ピックアップ対物 レンズ 6

の面形状は図 1 6 に示す係数 を用いた数式 （5 ) で表現 される。

[0070] 図 1 7 に実施例 3 の結果を示す。実施例 3 では、 カバ一層厚み 0 . 0 5 m

mでの高次球面収差は 1 2 . 6 m r m s 0 . 0 6 2 5 m mでの波面収差

高次球面収差は 5 . 6 m r m s 0 . 0 7 5 m mでの高次球面収差は 0 .

O m r m s 、 0 . 0 8 7 5 m mでの高次球面収差は 4 . 8 m r m s 、 0

. m での高次球面収差は 9 . 3 m ス r m s となってお り、高次球面収差

は十分小さ くなつている。

[0071 ] カバ一層厚み 0 . 0 5 m mでのスポ ッ ト径は 0 . 3 9 3 从 " 、 0 . 0 6 2

5 m mでのスポ ッ ト径は 0 . 3 9 4 m 、 0 . 0 7 5 m mでのスポ ッ ト径は

0 . 3 9 4 m 、 0 . 0 8 7 5 m m でのスポ ッ ト径は 0 . 3 9 6 从 " 、 0 .

1 m mでのスポ ッ 卜径は 0 . 3 9 6 となっている。スポ ッ 卜径の理論値

は 0 . 3 9 m であるので、スポ ッ 卜径 も十分小さ くなつていることが分

かる。



[0072] 本発明の実施例 3 では、光ディスク7 の情報記録面を、カバ一層厚み 0 .

0 5 m m、 0 . 0 6 2 5 m m、 0 . 0 7 5 m m、 0 . 0 8 7 5 m m、 0 . 1

m mの位置に設けられた 5 層のプル一レイ光ディスクにおいても、各情報記

録面に、高次球面収差は十分小さく、また、スポット径も十分小さく、良好

に、プル一レイのレーザ一光を収束することができる。

[0073] また、光ディスク7 の情報記録面を、カバ一層厚み 0 . 0 5 m m、 0 . 0

7 5 m m、 0 . 1 m mの位置に設けられた 3 層のプル一レイ光ディスクに適

用 し、中間のに 0 6 2 5 m m と0 . 0 8 7 5 m mの位置に焦点を合わせる

場合にも、焦点の位置が変動 しても、各情報記録面において、高次球面収差

は十分小さく、また、スポット径も十分小さく、良好に、プル一レイのレ一

ザ一光を収束することができる。

[0074] 本実施例でも図 1 8 に示す通り、光線高さ h と接線角 ( h ) は、

[数15]

数 1

- く接線角 (h) — （近似接線角 X 光線高さh ) く + 1 ( )

を満たすような直線となるよう設計されている。

[0075] さらに、この時の有効径での接線角 Θ ( h = ) は 7 2 . 6 6 8 度であり

、屈折率 n は 1 . 5 2 なので、接線角 X 屈折率は 1 1 0 . 4 5 5 となり

[数16]

数2

107 く 屈折率n x 接線角 (h= 1) く 113 - - - (2)

を満足するレンズとなっている。

[0076] 図 1 8 は、実施例 3 にかかるR 2 面 （光ピックアップ対物 レンズの出射面

) 側の規格化光線高さと接線角の関係を表 した図である。図 1 8 の横軸は、

図 8 の B点で示されるR 2 面 （光ピックアップ対物 レンズの出射面）側の規



格化光線高さ 1 に対する相対的な規格化光線高さを示 し、図 1 8 の縦軸は R

2 面の接線角を示 している。

[0077] 実施例 3 においても、 R 2 の接線角 ( i ) は、光 ピックアップレンズ 6

の中央部か ら、規格化光線高さが増加するにつれて増加 し、その後、光 ピッ

クアップレンズ 6 の レンズ周辺に向かってなだ らか接線角 ( i ) が減少 し

てい く曲線 となる。

実施例 4

[0078] 次 に、本発明にかかる実施例 4 について説明する。図 1 9 に示す表 に、実

施例 4 にかかる光 ピックアップ装置 P U の光 ピックアップ対物 レンズ 6 の

屈折率、中心厚、輪帯 9 の幅、輪帯 9 の段差量、非球面係数、曲率 を示す。

図 1 9 に示す係数は上述の数式 （5 ) の係数 と して用い られる。 したがって

、実施例 4 にかかる光 ピックアップ対物 レンズ 6 の面形状は図 1 9 に示す係

数 を用いた数式 （5 ) で表現 される。

[0079] 図 2 0 に実施例 4 の結果を示す。実施例 4 は従来例 1 と同 じ有効径、焦点

距離 f 、 N A 、屈折率 となってお り、実施例 4 と等価の設計 となっている。

実施例 4 はカバ一層厚み 0 . 0 7 5 m mでの高次球面収差は 3 . 6 m ス r m

s 、 0 . 1 m mでの高次球面収差は 3 . 2 m ス r m s となってお り、更に多

層用 と仮定 して設計カバ一層 0 . 0 8 7 5 か ら0 . 0 2 5 m mずれた 0 . 0

6 2 5 m m と 0 . 1 1 2 5 m m を計算 してみると、 0 . 0 6 2 5 m m は 8 .

2 m ス r m s 、 0 . 1 1 2 5 m m は 6 . 3 m ス r m s となってお り、平均値

は 7 . 2 5 m ス r m s である。前記平均値 を従来例 1 と比べると 5 . 3 5 m

ス r m s 小さ くなつていることが分かる。

[0080] カバ一層厚み 0 . 0 6 2 5 m mでのスポ ッ ト径は 0 . 3 9 1 从 " 、 0 . 0

7 5 m mでのスポ ッ ト径は 0 . 3 9 1 从 " 、 0 . 1 m mでのスポ ッ ト径は 0

. 3 9 3 Ί、 0 . 1 1 2 5 m mでのスポ ッ ト径は 0 . 3 9 4 Ί、 となつ

ている。スポ ッ 卜径の理論値は 0 . 3 9 m であるので、スポ ッ 卜径 も十

分小さ くなっていることが分かる。

[0081 ] 本実施例でも図 2 1 に示す通 り、光線高さ h と接線角 ( h ) は、



[数 17 ]

数1

- く接線角 (h) — （近似接線角 x 光線高さh ) く + 1

を満たすような直線となるよう設計されている。

[0082] さらに、この時の有効径での接線角 Θ ( h = ) は 7 0 . 8 5 5 度であり

、屈折率は 1 . 5 6 なので、接線角 X 屈折率は 1 0 9 . 5 3 4 となり

[数18]

数2

07 く屈折率n x 接線角 (h= 1) く 113 (2)

を満足するレンズとなっている。

[0083] 図 2 1 は、実施例 4 にかかるR 2 面 （光ピックアップ対物 レンズの出射面

) 側の規格化光線高さと接線角の関係を表 した図である。図 2 の横軸は、

図 8 の B点で示されるR 2 面 （光ピックアップ対物 レンズの出射面）側の規

格化光線高さ 1 に対する相対的な規格化光線高さを示 し、図 2 の縦軸はR

2 面の接線角を示 している。

[0084] 実施例 4 においても、 R 2 の接線角 ( i ) は、光ピックアップレンズ 6

の中央部から、規格化光線高さが増加するにつれて増加 し、その後、光ピッ

クアップレンズ 6 のレンズ周辺に向かってなだらかに接線角 ( i ) が減少

していく曲線となる。

実施例 5

[0085] 次に、本発明にかかる実施例 5 について説明する。図 2 2 に示す表に、実

施例 5 にかかる光ピックアツプ装置 P U 1 の光ピックアツプ対物 レンズ 6 の

屈折率、中心厚、輪帯 9 の幅、輪帯 9 の段差量、非球面係数、曲率を示す。

図 2 2 に示す係数は上述の数式 （5 ) の係数として用いられる。 したがって

、実施例 4 にかかる光ピックアップ対物 レンズ 6 の面形状は図 2 2 に示す係



数を用いた数式 （5 ) で表現される。

[0086] 図 2 3 に実施例 5 の結果を示す。実施例 5 は従来例 2 と同 じ有効径、焦点

距離 f 、 N A 、屈折率となっており、実施例 4 と等価の設計となっている。

[0087] 実施例 5 はカバ一層厚み 0 . 0 7 5 m mでの高次球面収差は4 . 9 m ス r

m s 、 0 . 1 m mでの高次球面収差は 5 . 5 m ス r m s となっており、更に

多層用と仮定 して設計カバ一層 0 . 0 8 7 5 から0 . 0 2 5 m mずれた 0 .

0 6 2 5 m m と0 . 1 1 2 5 m mを計算 してみると、 0 . 0 6 2 5 m mは 9

. 1 m ス r m s 、 0 . 1 1 2 5 m mは 1 1 . 7 m ス r m s となっており、平

均値は 1 0 . 4 m ス r m s である。

[0088] 前記平均値を従来例 2 と比べると3 . 7 m ス r m s 小さくなつていること

が分かる。カバ一層厚み 0 . 0 6 2 5 m mでのスポット径は0 . 3 9 1 从 m

、 0 . 0 7 5 m mでのスポット径は0 . 3 9 2 Ί、 0 . 1 m mでのスポッ

卜径は0 . 3 9 2 m 、 0 . 1 1 2 5 m mでのスポット径は0 . 3 9 3 从 m

、となっている。スポット径の理論値は0 . 3 9 1 m であるので、スポッ

卜径も十分小さくなっていることが分かる。

[0089] 本実施例でも図 2 4 に示す通り、光線高さ h と接線角 ( h ) は、

[数19]

数 1

- 1 く接線角 (h) — (近似接線角 X 光線高さh ) く + 1 ( )

を満たすような直線となるよう設計されている。

[0090] さらに、この時の有効径での接線角 ( h = ) は 7 0 . 9 8 4 度であり

、屈折率は 1 . 5 6 なので、接線角 X 屈折率は 1 1 0 . 7 3 5 となり

[数20]

107 く 屈折率n x 接線角 (h= 1) く 113 (2)



を満足する レンズとなっている。

[0091 ] 図 2 4 は、実施例 5 にかかる R 2 面 （光 ピックアツプ対物 レンズの出射面

) 側の規格化光線高さと接線角の関係 を表 した図である。図 2 4 の横軸は、

図 8 の B 点で示される R 2 面 （光 ピックアップ対物 レンズの出射面）側の規

格化光線高さ 1 に対する相対的な規格化光線高さを示 し、図 2 4 の縦軸は R

2 面の接線角を示 している。

[0092] 実施例 5 においても、 R 2 の接戦角 ( i ) は、光 ピックアップレンズ 6

の中央部か ら、規格化光線高さが増加するにつれて増加 し、その後、光 ピッ

クアップレンズ 6 の レンズ周辺に向かってなだ らかに接線角 ( i ) が減少

してい く曲線 となる。

符号の説明

[0093] 光 ピックアツプ装置 P U

ビ一ムスプ リッタ

3 1 / 4 波長板

4 カップ リングレンズ

5 絞 り

6 光 ピックアップ対物 レンズ

多層デ ィスク

光検出器

9 輪帯



請求の範囲

[ 請求項 1] 複数 の情報記録面 をもつ光情報記録媒体 に情報の記録及び再生を行

う光 ピックアップ装置 に搭載 される開口数 0 . 8 4 以上のプラスチ ッ

ク製の光 ピックァップ対物 レンズであ って、 当該光 ピックァップ対物

レンズは少な くとも一面が輪帯形状 とな ってお り、前記光 ピックァッ

プ対物 レンズ に、 波長が 3 8 0 n m ~ 4 3 0 n m の青紫色 レー ザ 一光

が入射 して、接線角 ( h ) と近似接線角 と規格化光線高さ h とが

以下の条件式を満足することを特徴 とする光 ピックアツプ対物 レンズ

[数 2 1 ]

数1

- 1 く接線角 (h) — （近似接線角 x 光線高さh ) < + 1 - " ( 1 )

但 し、接線角 e ( h ) は、光線高さ h の時の接線角 （° ) 、近似接

線角 Φは、接線角 ( h ) の各点を線形近似 した時の h = の時の角

度 （° ) の値、規格化光線高さ h は、 レンズ有効径の最外周 を 1 に規

格化 した値である。

[ 請求項2] 屈折率 n と接線角 ( h = ) が、以下の式を満足することを特徴

とする請求項 1 記載の光 ピックァップ対物 レンズ。

[数 22]

数2

107 く 屈折率 n x 接線角 (h = 1 ) く 13 (2)

[ 請求項3] スポ ッ ト径比が、以下の式を満足することを特徴 とする請求項 2 記

載の光 ピックァップ対物 レンズ。



数 3

0.96 < スポット径比 < 1.04 (3)

但 し、 スポ ッ 卜径比 = スポ ッ 卜径計算値 / スポ ッ 卜径理論値、 （ス

ポ ッ 卜径理論値 = 0 . 8 2 X ス/ N A O ) 、 N A 0 は近軸での開口数

であ り、 スは入射する光の波長である。

[ 請求項4] 焦点距離 f ( m m ) が、以下の式を満足することを特徴 とする請求

項 3 記載の光 ピックァップ対物 レンズ。

[数 24]

数 4

1. 15く f - - - (4)

[ 請求項 5] 3 層以上の複数の情報記録面 をもつ光情報記録媒体 に情報の記録及

び再生を行 う光 ピックアップ装置 に搭載 される開口数 0 . 8 4 以上の

プラスチ ック製の光 ピックアツプ対物 レンズであ って、 当該光 ピック

ァップ対物 レンズは少な くとも一面が輪帯形状 とな ってお り、前記光

ピックアツプ対物 レンズに、波長が 3 8 0 n m ~ 4 3 0 n m の青紫色

レーザー光が入射 して、接線角 ( h ) と近似接線角 と規格化光線

高さ h とが以下の条件式を満足することを特徴 とする光 ピックアップ

対物 レンズ。

[数 25]

数 1

- 1 く接線角 (h) — （近似接線角 x 光線高さh ) く + 1 - " ( 1 )

但 し、接線角 e ( h ) は、光線高さ h の時の接線角 （° ) 、近似接

線角 Φは、接線角 ( h ) の各点を線形近似 した時の h = の時の角



度 （° ) の値、規格化光線高さ h は、 レンズ有効径の最外周 を 1 に規

格化 した値である。

[ 請求項 6] 請求項 1 ない し5 のいずれかの請求項 に記載の光 ピックァップ対物

レンズを搭載 していることを特徴 とする光 ピックアップ装置。

[ 請求項7] カバー層厚みが 3 層以上であ り、 3 個以上の複数の情報記録面 を備

えた情報記録媒体 を記録再生することがで きる光 ピックアツプ装置で

あ って、請求項 1 ない し5 のいずれかの請求項 に記載の光 ピックアツ

プ対物 レンズを搭載 していることを特徴 とする光 ピックアツプ装置。
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全文，全 図
& US 2009/0257338 A 1

A JP 2010-108531 A ( ソ ニ ー 株 式会社） 2010. 05. 13 1-7

全文，全 図
& US 2010/0103801 A 1 & CN 101726839 A

c 欄の続 きにも文献が列挙 されてい る。 パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献のカテ ゴリー の 日の後に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連のある文献ではなく、一般的技術水準 を示す 「τ 」国際出願 日又は優先 日後 に公表 された文献であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願 または特許 であるが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 されたもの r x 」特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又は他 の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るために引用す ΓΥ 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 による開示、使用、展示等に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え られ るもの

「Ρ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 Γ& 」同一パ テ ン トファミリー文献

国際調査 を完了 した 日 国際調査報告の発送 日
1 3 . 0 9 . 2 0 1 1 2 7 . 0 2 0 1

国際調査機 関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 5 D 9 2 9 4

日本 国特許庁 （I S A J Ρ )
中野 浩昌

郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 電話番号 0 3 — 3 5 8 1 — 1 1 0 1 内線 3 5 5 1
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